
 

（様式第 19 号） 

   

  年  月 日 

 

商号（会社名）：  株式会社 ◆◆◆◆     

 

公益財団法人名古屋産業振興公社中小企業デジタル活用支援補助金状況報告書 

 

 公益財団法人名古屋産業振興公社中小企業デジタル活用支援補助金交付要綱第 19条

第１項の規定に基づき、状況報告書を提出致します。 

 

その１：中小企業デジタル活用支援補助金にて取得した設備等の稼働状況 

その２：デジタル化に向けた取り組み状況 

（１）デジタル化に向けて実施したこと 

 

（２）デジタル化に向けた今後の取り組み予定 

 

その３：事業実績 

（１）成果目標（補助事業実績書に記載した成果目標を転記して下さい） 

（単位：千円） 

区分 
基準年度※1 

（R5/3 期） 

１年後 

（R6/3 期） 

２年後 

（R7/3 期） 

３年後 

（R8/3 期） 

売上高 500,000 550,000 600,000 650,000 

①営業利益 5,000 7,000 9,000 11,000 

経常利益 
3,000 

4,000 5,000 6,000 

純利益 2,500 3,500 4,500 5,500 

自己資本 18,000 21,500 22,500 23,500 

②人件費 90,000 100,000 110,000 120,000 

③減価償却費 8,000 8,500 8,500 8,500 

④従業員数 30 人 33 人 36 人 38 人 

労働生産性※2 3433.33 3500.00 3541.66 3671.05 

※1直近決算期が交付申請締切日より 6か月以上前の場合は今期決算見込みを、6か

月以内の場合は直近決算の実績を入力して下さい。 

 

 

 



 

※2労働生産性の計算 

（①営業利益＋②人件費＋③減価償却費） 

労働投入量（④従業員数） 

 

（２）実績                         （単位：千円） 

区分 
基準年度 

（R5/3 期） 

１年後 

（R6/3 期） 

２年後 

（R7/3 期） 

３年後 

（ R8/3 期） 

売上高 500,000 555,000 605,000 650,000 

①営業利益 5,000 7,800 10,000 11,000 

経常利益 3,000 4,500 6,000 6,000 

純利益 2,500 
4,000 

5,500 5,500 

自己資本 18,000 21,500 22,500 23,500 

②人件費 90,000 100,000 110,000 120,000 

③減価償却費 8,000 8,500 8,500 8,500 

④従業員数 30 人 33 人 35 人 38 人 

労働生産性 3433.33 3524.24 3671.42 3671.05 

※ 未到来の決算期については、現状を踏まえた目標値を記載して下さい 

 

（３）現状分析（売上高、営業利益、労働生産性等について、成果目標と実績につ

いて比較分析して下さい） 

 

 
 

 

 


